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学校施設の長寿命化計画（個別計画）

の進め方

ファインコラボレート研究所

望 月 伸 一



1

Ａ：足立区

１．学校施設の現況

（１）築年別保有状況と将来の維持更新費
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（億円）

1.4倍

直近の
投資的経費
117.0億円

今後40年間の

建替え・大規模改修
費用総額

6,345.2億円

建替え・大規模改修にかかるコスト
（H26年度～H65年度）

平均 158.6億円/年

既存の
公共施設等にかかる投資的経費
（平成21年度～平成25年度）

平均 117.0億円/年
既存ストック
121.7万㎡

(年度)

1.9倍

建替え・大規模改修にかかるコスト
(H26年度～H39年度)平均219.7億円/年

築年別保有状況 今後の維持更新費

Ｂ．大田区

Ｃ：国立市

Ｄ：加古川市

学校施設
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（億円）

（年度）

今後40年間の総額

676億円

１年当たりの整備額

平均 16.9億円/年

過去の投資的経費
（平成21年度～平成25年度）

平均 9.9億円/年

1.7倍
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投資的経費
直近5年

平均38.6
億円

直近20年更新費用

平均127億円

直近40年更新費用
平均95.4億円/年

2.5倍3.3倍
大規模改修（積み残し）

大規模改修

建替え

修繕

過年度
費用

70.3万㎡
（2.6㎡/人）

10.8万㎡
（1.4㎡/人）

86％

70％

60％

修繕費

大規模改修費

建替え費

積み残し改修費

６２億円

１３５億円

１６．９億円

９．９億円

３８．６億円

９５．４億円

１１７億円

１５９億円
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（２）学校施設の現況

Ｂ．大田区

■ 地域実態マップ

築年別保有状況 今後の維持更新費

48％

学校

0％ 100％

その他
（公営住宅、庁舎、公民館等）

124.4万㎡59.7万㎡

小学校 60
中学校 28

築４０年以上
４９万㎡（８１％）
築４０年以上
４９万㎡（８１％）

築５８年

築３０年以上５３万㎡（８９％）築３０年以上５３万㎡（８９％）

教育費
（普通建設事業費分）

平均 ３８億円
６９億円
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２．学校施設を取り巻く現状と課題及び改善の方向性

① 平成２７年度で、ほぼ耐震補強工事は終了する。
しかし、全国の小中学校において、施設老朽化が進んでいる。
特に築40年を越える建物が増えているが、建替える財源が無い。

② この問題に対して長寿命化（大規模改修）と建替えの併用案で対応
していく。

④ 学校を地域の活動拠点と位置づけ、複合化・多目的に利用する。
（複合化・多目的利用に関しては、地域の状況に応じた活用を行う。）
（さらに、災害時の機能強化を含めて。）

⑤ 学校を多目的に、学校としての活用時間を越えて、時間外・休日・夏
休み等に活用できるようにし、利益をあげる。また、環境向上を図り、
運営面を民間に任せる等を行っていく。

⑥ 財源確保のため民間資金の導入等も検討する必要がある。

③ 児童生徒数の減少

学校としての利用 40%

地域の活用 30%

民間の利用 20%

市が行う催し物 10%

時間外・休日・夜間の活用

（収益をあげる）

今後の学校施設の方針を立てる必要がある

• 総合管理計画
• 個別計画

余剰容積活用

複合化・集約化

長寿命化、大規模改修

建替え

多目的利用

地域の活動拠点

アクティブラーニング

防災拠点
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学校施設の長寿命化計画の構成

３．学校施設の長寿命化計画の構成
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４．上位計画との整合性

■ ○○市総合管理計画 基本方針例

２.全体目標

１） 公共施設等の長寿命化（建築物については８０年以上）
２） 公共建築物・プラントの保有量削減（建物更新時に床面積を２０％削減）
３） インフラ資産の維持・整備費用の縮減
４） 公営企業会計の健全経営の維持

○ 保全の方針に基づく公共施設の長寿
命化
○ 施設所管課ごとに「個別施設計画」を
策定
○ 計画的な基金の積み立て

１.基本方針

① 計画的保全による長寿命化の推進

② 施設保有量の最適化

③ 市民ニーズに対応した施設の活用

今後の財政状況や人口特性などに見
合った適切な施設保有量の検討を行う。
これまでの一施設一機能を前提とした
「施設重視」の発想から、施設の多機能
化や集約化等を検討する「機能重視」の
発想へと転換し、施設保有量の最適化を
図る。

今後も継続して使用する施設については、
これまでの「事後保全」の維持管理だけでな
く、長期的な視点で計画的な修繕を行う「予
防保全」の考えを取り入れ、定期的な点検や
診断結果に基づく計画的な保全を実施し、公
共施設等の長寿命化を推進する。

④ まちづくりと連動したマネジメントの推進

人口構造や社会情勢の変化などによ
る市民ニーズの多様化、防災対応やバリ
アフリー化の推進、環境に配慮した取組
など時代の要請に対応するため、施設機
能の必要性や今後のあり方について分
析・検討し、地域のニーズや利用状況等
を考慮した有効活用を行う。

総合計画の将来目指すまちづくりを見
据え、地域や施設の特性を考慮し、マネ
ジメントを推進する。また、国・県・近隣市
と相互に連携を図り、広域的な視点でま
ちづくりに取り組む。

３.取組内容（公共建築物）

○ 公共施設保有量の最適化
○遊休資産の有効活用

○ 市民ニーズや社会情勢の変化に柔軟
に対応した、施設の機能向上
○ 民間活力の導入や施設の多機能化、
運営方法等の見直しによる利用促進
○ 施設情報の一元化と利活用方法の総
合調整による施設の有効活用

○ 各種まちづくりの計画や施策と連動し
た効率的な施設整備・改修を進める
○ 公共施設の国・県・近隣市との相互利
用などによる利活用の推進
○ 地域バランスに考慮した均衡ある施設
整備の推進

（更新時２０％削減）

（80年）
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小中学校

４.分野別方針

■ 学校個別計画方針

・余裕教室等に親和性の高い機能との複合化
・グラウンド、体育館、プール等の地域開放
・「市立小中学校適正配置基本計画」に基づく適正な施
設配置
・更新や大規模改修時には、将来の児童・生徒数見込
みに基づき、適切な施設規模や仕様について検討
・施設は、施設の機能や仕様に格差が生じないよう「標
準モデル」を基準とて整備
・親和性の高い機能との複合化を検討
・スケルトン・インフィル方式等の柔軟な設計の導入によ
り転用を容易化

幼稚園

・子育て支援新制度のもと、園児数の推移、幼児教育・
保育施設の新制度への移行状況、保育所や児童育成
クラブの待機児童数等を見極めながら適正配置などを
総合的に検討

公民館
・親和性が高い機能との複合化等を検討
・バリアフリー化や環境に配慮した仕様を検討

・地域の特性に応じて防災面に配慮した機能の導入を
検討

・基本的には施設総量を増やさない

スポーツ施設

・運営形態のあり方や適切な受益者負担についても検
討

・施設の更新や大規模改修時には、全体数値目標によ
る総量縮減の範囲内で必要な機能の検討

・地域バランスを踏まえて施設のあり方、提供するサー
ビスや運営手法を見直し
・学校教育施設の有効活用

・大学や高校、民間の体育施設や廃校となった学校の
グラウンドや体育館等の利活用をはじめ、近隣市との施
設の相互利用についても検討

※定期的な点検と計画的保全による長寿命化は各分野共通

社会教育施設

・耐用年数を経過した際は、同様の機能が継続して必要
かについて十分な検討を実施

・施設の更新を検討する際には、総量縮減の範囲内で
必要な機能の検討、まちづくりの方向性と整合、地域バ
ランスを考慮
・親和性の高い他の公共施設との複合化を検討

・県施設や民間の類似施設等と相互に連携し、相乗効
果により集客力を高める取組を検討

・利用が低迷する施設や設置目的が類似している施設
については、期限を定めた対策を講じ、改善が見込めな
い場合は施設の統廃合や運営形態について検討

教育施設整備保全方針

① 計画的保全による長寿命化の推進

② 施設保有量の最適化

③ 市民ニーズに対応した施設の活用

④ まちづくりと連動したマネジメント
の推進

●耐震診断時のコンクリート躯体の診断結果より
築30年以上の建物３２．６万㎡の施設の１/２が長

寿命化できない可能性がある。

躯体の健全性の調査を実施する必要有り（来年度）

１. 学校の適正配置

２.幼稚園の廃止・民営化

３.公民館の学校等との集約・複合化

４.その他の教育施設の県との連携等による
統廃合・重複機能の統合化

・大規模な老朽化している公民館の今後の取
り扱い？
・学校等への集約・複合化。

・県の施設等との連携、重複機能の統合化、
施設の必要性の見直し等により、面積削減
を図る。

・学校の一貫校化を進めるに際して、公民館
や集会施設等との集約・複合化を図り、余裕
教室等の有効活用を図りつつ、地域のコミュ
ニティ拠点として多目的に活用する。

１. 学校の多目的活による地域の
コミュニティ拠点化

・今後も人口増が見込まれる地区の大規模
校、及び現状の過大規模校は、将来の高齢
者対応施設へのコンバージョン等を前提にし
た増築やプレハブによる対応を検討する。

２,..現在の大規模校や、今後も人口増が見込
まれる大規模校等の将来を見通した対応

・教育施設の適正配置は、各地区の地区拠点
を中心に再配置を検討し、都市のコンパクト化
を図ることで、教育施設の利便性を高め、まち
の賑わい創出と活性化を図る。
・民間資金・ノウハウの活用による事業の検討
とモデル事業による計画推進。

都市のコンパクト化によるまちの賑わい創出と
活性化への寄与
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児童生徒数の変化やこれまでのコスト状況及び将来コスト予測等を把握し、学校施設と

しての課題・問題点を明確化し、改善の方向性を導き出します。

学校施設の現状と課題

児
童
生
徒
数
の
減
少

施
設
関
連
経
費
の
状
況

将
来
更
新
費
用

児童生徒数及び年少人口の変化

施設関連経費の推移及び今後の見通し

直近の施設関連経費は約

26.9億円。建替えや耐震化

が中心。

建替え・耐震化が中心

今後使えるお金が縮減

今後の人口変化に基づく

施設関連経費の見通し額は、

減少より約35％縮減される

地域別の学校施設の配置状況

児童生徒数の減少

平成25年
2.2万人

（ピーク時から

約44％減少）

年少人口は
今後30年間で更に

約40％減少

地域で特性が異なる
地域特性に応じた

改善が必要

22.2 22.9 

3.5 

1.0 
2.9 

2.5 
1.9 

9.3 

0.9 

2.1 

1.0 

4.4 

4.1 

10.5 

4.9 

3.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

28.2億円

38.5億円

13.9億円

17.9億円

現状
直近の

施設関連経費

26.9億円
今後の見通し

○○億円

建替え

耐震化

大規模改修

築年別の整備状況

2.2倍 3.5倍

今後の見通し

○○億円

現状

将来コスト試算

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

～
昭

和
28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63

平
成

元
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

築50年以上
3.8万㎡(7%)

築40年以上
8.1万㎡(15%)

築30年以上
14.3万㎡(26%)

築20年以上
15.8万㎡(29%)

築10年以上
6.4万㎡(12%)

築10年未満
5.8万㎡(11%)

築30年以上 26.3万㎡（48％） 築30年未満 28.0万㎡(52%)

(年度)

(㎡)

延床面積
54.3万㎡

築20年以上 42.1万㎡(77%)

児童・生徒
1人当たり
24.7㎡/人

建物平均年数
28.3年

老朽化が進行 現状の施設関連経費の約2.2倍の費用が必要

このままで全ての
学校施設を維持
することは困難

建替えから大規模改修へ整備方針の切り替え（長寿命化）
劣化状況の評価から施設の優先順位づけし、コストの平準化・縮減へ

１

２

３

５．学校施設を取り巻く現状と課題

児童生徒数の変化・地域変化・財政見込み・将来更新コスト等（検討例）

建替えから大規模改修へ



小学校の校区別構成図
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６．学校施設の規模・配置計画等の状況

大分市立小中学校適正配置基本計画（Ｈ24.3）

大分市立小中学校適正配置基本計画では、適正配置の対象校を学校規模と建築経過年数等

から選定基準を定め、早期に検討すべき6中学校区と将来検討すべき12中学校区を定める

適正配置計画を策定しています。

早期に対応すべき中学校区
（小学校の統合と小中一貫校化を実施）

対象校の選定基準（学校規模の基準）

学校を取り巻く現状・課題

・児童生徒数の減少

（児童数：昭和58 年の40,306 人をピークに減少を続け、平成23年にはピーク時の約67％に当たる26,953人に）

・地域状況

（過去に大型団地として開発され、児童生徒数が急増したものの、現在は高齢化が進んだ地域では

小規模校が急増）

（大規模な宅地開発などにより、児童生徒数が急激に増加し、大規模化している学校もある）

標準的な規模に満たない学校

① 通学区域の再編

② 隣接校との統合

③ 小規模特認校制度の活用

適正配置

の方策

標準的な規模を超える学校

① 通学区域の再編

② 学校の分離新設

③ 施設整備での対応
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７．施設の老朽化状況の把握から管理に関する方針までの体系

保全方針の策定

固定資産台帳

対象施設一覧
築年別整備状況

維持更新費用

耐震診断データ

躯体の健全性
状況まとめ

躯体 の健全性調査１

・中性化深さ
・圧縮強度

資料調査

劣化状況まとめ

躯体以外 の劣化状況調査２

（部位） ・履歴データ
・写真等

・個別施設
・用途として

（カルテ化）

現地調査

財政制約の設定

現行の基準等の
把握

基準の設定

整備レベル

維持管理レベル

これまでの
使用年数

現行予算

修繕・改修
サイクル

整備レベル

維持管理レベル

長寿命化

今後の予算

（70・80年）

修繕・改修
サイクル

（50年未満）

見直し

（耐用年数）

○○施設

コスト削減効果の検証（シミュレーション）
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直近３～５年の工事等の内訳

○○棟(１）（建築年・面積等）

○○棟(２）（建築年・面積等）

○○棟(３）（建築年・面積等）
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マクロ把握

年度別内訳

年度別内訳

劣化(保全)優先順位づけ

用途又は全体での
修繕・改修コストの把握

（70・80年）

①マクロ把握
（改築中心の整備）

財政制約の設定

優先順位付け

マクロ面での把握

施設の老朽化状況の把握

保全にかかる
基準の設定

・全体保有面積・地域別保有状況
・用途別総量・今後の維持更新費用

• 長寿命化方針
• 点検、診断の実施
方針

• 維持管理・修繕・
更新等の実施方針

• 安全確保の実施方
針

• 耐震化の実施方針
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８．施設の老朽化状況

（１）躯体の健全性把握

耐震診断等の既存データからコンクリートの圧縮強度や中性化の深さから簡易に評価し、

問題のある施設には、新たに詳細な調査を行い、躯体の健全性を評価し、耐用年数を設定す

ることで、改修の時期・改修内容の設定につなげます。

耐震診断報告書データに基づく簡易な評価Step１

今後実施する構造躯体の健全性調査・評価Step２

今後、大規模改修の時期を迎える建築物

簡易評価していない建築物 または 長寿命化できないと評価された建築物

目標使用年数に応じた修繕・改修の実施

① 対象施設

耐震診断を行った建築物で、学校施設113棟、学校以外の施設（市営住宅を除く）20棟を対象とします。

② 評価方法

・コンクリート中性化深さ（理論式と実測値との比較により許容深さに達する年数を算定）
・コンクリート圧縮強度（13.5N/mm2以上を確認）

③ 評価結果

構造躯体が健全な建築物は、
大規模改修等を行い、長期に使用する。

（長寿命化方針）

① 対象施設

鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物で、

簡易評価で「長寿命化
できない」施設

鉄筋コンクリート造
鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造 木造

・現地目視調査及び材料試験 ・現地目視調査 ・現地目視調査

② 調査・評価方法

調査

評価
項目

・コンクリートのひび割れ
・コンクリートの中性化深さ
・コンクリート圧縮強度
・鉄筋の腐食状況
・鉄筋のかぶり厚さ

・鉄骨の腐食（発錆）状況
・塗膜の劣化
・屋根・外壁の漏水状況

・木材の腐朽・蟻害
・接合金物の腐食
・防腐防蟻材・塗膜の劣化
・屋根・外壁の漏水状況
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60,000

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63
平

成
元

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

(㎡)

全学校数 91校 516,472㎡
簡易評価対象 58校 346,865㎡

うち、 ・長寿命化可能な学校 21校 128,380㎡

・主要棟のうち1棟でも長寿命化できない

可能性のある学校 37校 218,485㎡

新耐震基準(昭和57年以降)
14.4万㎡(28.0%)

旧耐震基準(昭和56年以前)
37.2万㎡(72.0%)

長寿命化できない 
可能性がある施設 

長寿命化が可能である施設 

耐震診断データのない施設 

長寿命化できない

長寿命化できる

築年だけでなく、躯体の健全性から 長寿命化できる・できない を判定

http://www.city.kunitachi.tokyo.jp/gyoseihyoka/9300/009306.html

参考：国立市公共施設保全計画



11

（２）長寿命化のコストシミュレーション
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40年間
59.9億円/年

40年間
47.9億円/年

40年間
46.2億円/年

40年間
2,398億円

最初の20年間
83.3億円/年

次の20年間
36.6億円/年

40年間
1,915億円

最初の20年間
45.5億円/年

次の20年間
50.3億円/年

40年間
1,850億円

最初の20年間
42.2億円/年

次の20年間
50.3億円/年

建替え

大規模改修

積み残し建替え

建替え

大規模改修

建替え

大規模改修

積み残し
大規模改修

積み残し
大規模改修

積み残し
大規模改修

市民関連施設の平均投資
的経費29.5億円
（平成18年度～21年度）

市民関連施設の平均投資
的経費29.5億円
（平成18年度～21年度）

市民関連施設の平均投資
的経費29.5億円
（平成18年度～21年度）

建替えと大規模
改修が重なる

大規模改修を実施し
長寿命化を図ることで
建替え時期が移行

大規模改修を実施し
長寿命化を図る
約20.1％
コスト縮減

建替えと大規模
改修の併用
約3.4％
コスト縮減

① 築50年で建替える場合

② 長寿命化

長寿命化だけでは
財政制約に納まらない

築70年
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経年による機能・性能の劣化

年20 8040 60竣工

故障や不具合に対する
部分的な対応（事後保全）

改築

機能向上原状回復 原状回復

40～50年間

70～80年間

（建物を良い状態に保ち、躯体の耐用年数まで使う）

（機能・性能の劣化に殆ど対応しないため、使い勝手が悪くなって解体してしまう）

従
来
の
イ
メ
ー
ジ

長
寿
命
化
の
イ
メ
ー
ジ

年
20

8040 60竣工

改築

改築

築20年目

中規模修繕

• 防水改修

• 外壁改修

• 給排水ポンプ交換

• 空調機器交換 等

築40年目

大規模改修

• 防水改修（断熱化）
• 外壁改修（断熱化）
• 開口部改修
• 内部改修（用途変更含む）
• 受変電改修
• 照明改修
• 通信・防災設備改修
• 給排水衛生設備改修
• 空調設備改修 等

築60年目

長寿命化修繕

• 防水改修

• 外壁改修

• 給排水ポンプ交換

• 空調機器交換 等

経年による機能・性能の劣化

経年による機能・性能の劣化

参考：工事内容

公共施設の多くは、故障や不具合が生じてから修繕するという対応がとられ、適切な維

持管理を行えば、まだ使えるにもかかわらず、40年程度で解体し、建替えてしまっていま

す。今後は、適切な周期で修繕・改修することで、建物本来の寿命である構造躯体の耐用

年数まで使うことにします。

その際、屋根・屋上や外壁といった部分を定期的に修繕する一方で、耐震性能や省エネ

性能などの社会的要求の高まりへ対応するため、中間年で機能向上を図る必要があります。

９．学校施設における基準の設定

（１）修繕・改修サイクルの見直し
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故障や不具合が
生じてから対症
療法的に保全を

行っている。

（これまでの維持管
理のあり方）

（今後）

学校施設の多くはこれまで、施設担当者からの故障や不具合の連絡を受けてから対応する

という「事後保全」だと思われます。これを計画的な保全に切り替え、劣化状況に応じて計

画的な修繕を行うことで、建物を健全な状態に保つ必要があります。ライフサイクルコスト

を意識した維持修繕のあり方を設定する必要があります。

（２）維持管理レベルの見直し

今後
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現状の整備レベルを主な施設で把握し、今後の建替え・大規模改修時の部位ごとの工事内

容を検討し、ライフサイクルでのコスト試算を元に予算に応じた最適解を求めます。これに

より、建物を長期に使用するために必要な修繕・改修、将来の社会的要求水準の高まりへの

対応、類似用途・規模の建物での整備レベルの統一を図ることができます。

可変性

更新性

耐久性

メンテナ
ンス性

省エネ・
省資源

•機能向上・用途変更への対応
•余裕を持たせた設計（機械室、
配管ｽﾍﾟｰｽ、階高、設計荷重）

•更新が容易な構造
（設備機器・配管）

•ライフサイクルコストを考慮し
た耐久性の高い仕様

•清掃・保守点検のしやすさ
（足場やゴンドラの設置）

•再生可能エネルギーの活用
•環境負荷低減に対応

求める要求性能（例）

建物に求める性能を部位ご
との整備レベルとして規定

学校校舎 学校体育館 大規模施設 小規模施設 ･･･

18万円/㎡ 16.2万円/㎡ 12.5万円/㎡

Ａタイプ Ｂタイプ Ｃタイプ

整備レベル
高 低

整備レベル
高 低

コストとの連動
（コストに応じた最適解の選択）

25
年
間
の
Ｌ
Ｃ
Ｃ

25
年
間
の
Ｃ
Ｏ
2
削
減
量

改修案１
（省エネ化等の性能向上を図った場合）

改修案２
（現状の整備レベルに合わせた場合）

15億8,300万円 15億1,900万円

トータル
4.2％アップ
（6,400万円）

現在のCO2 年間排出量
89 ｔ/年

省エネ化等の性能向上を図った
場合のＣＯ2年間排出量

33.7ｔ/年

55.3ｔ/年（62.1％）の削減

25年間で1,383ｔの削減

現状の整備レベルに合わせた
場合のＣＯ2年間排出量

77.9 ｔ/年

11.1ｔ/年（12.5％）の削減

25年間で278ｔの削減

CO2 削減効果
５倍

改修費
14億3,300万円 改修費

12億9,500万円

光熱水費

1億5,000万円
光熱水費

2億2,400万円

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

光熱水費
33.0％ダウン
（△7,400万円）

レベルの向上で
改修費10.7％アップ

（１.38億円）

（百万円）

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

■整備レベルの向上とライフサイクルコスト（ＬＣＣ）効果

（３）整備レベルの設定



校舎 屋内運動場

学級数
（H25)

児童
生徒数
（H25)

築年
指標

現況
劣化
度

総合
劣化
度

築年
指標

現況
劣化
度

総合
劣化
度

1 A小学校 7,700 平成13 11 292 ○ 20 1 13 19 32 13 13 26

2 B小学校 5,604 昭和43 8 219 △→○ 2 3 2 2 1 10 36 30 66 33 8 41

3 C小学校 5,029 昭和27 7 181 ○ 2 8 4 4 1 43 17 60 52 23 75

4 D小学校 5,115 昭和47 6 117 ○ 1 1 2 36 20 55 33 19 52

倒
壊
の
危
険

舗
装
に
凹
凸

劣化状況

建
具
廻
り
漏
水

建
具
錆

天
井
落
下
の
危
険

ひ
び

床
仕
上
げ
の
支
障

降
雨
時
雨
漏
り

雨
漏
り
痕

防
水
層
破
れ

屋
根
錆
損
傷

目
視
不
可
能

外
壁
漏
水

外構 劣化度
学級

地
盤
沈
下

建具 内部

学校名
延床
面積
（㎡）

建築年
度

(年度)

耐震
基準

屋根・屋上 外壁

鉄
筋
露
出

剥
が
れ

亀
裂

手
す
り
の
腐
朽

躯
体

屋
根
・
屋
上

外
壁

外
部
開
口
部

そ
の
他
外
部

内
部

電
気
設
備

給
排
水
衛
生

冷
暖
房
換
気

昇
降
機

そ
の
他
設
備

外
構

多目
的

トイレ

エレ
ベー
ター

最上
階の
棟間
移動

給食室 ガス設備
灯油
ＦＦ式

暖房機

ｶﾞｽ
ＦＦ式

暖房機

ﾎﾟｯﾄ式
ｽﾄｰﾌﾞ

ｽﾁｰﾑ
ﾎﾞｲﾗｰ

灯油
ﾌｧﾝ
ﾋｰﾀｰ

その他

1 A小学校 7,700 平成13 1,310 ○ ○ ○ ドライ 都市ガス ○ 367

2 B小学校 5,604 昭和43 1,335 ○ × 有 都市ガス ○ GHP 290

3 C小学校 5,029 昭和27 ● ● ● ● ● ● 1,679 ○ × 有 都市ガス ◎ ○ 293

4 D小学校 5,115 昭和47 1,390 ○ × 有 都市ガス ○ ○ 314

仕様・性能修繕・改修履歴

建築 建築設備

部位改修・大規模改修の実施年度

修繕・改修費
（年平均）

[円/㎡・年]

消費
エネル
ギー量

[MJ/㎡・
年]

バリアフリー 設備方式

学校名
延床
面積
（㎡）

建築年
度

(年度)

点検報告書
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（１）把握方法

１０．躯体以外の劣化状況の把握

既存資料等

竣工図書等

・12条点検
・各種設備点検

配置・平面・立面、
断面・仕上表・仕様
書 等

改修・修繕履歴
（工事履歴）

自主点検結果
（現況写真）等

劣化状況の全体像をとらえるため、

施設管理者に簡易な調査票を配布

劣化問診票の様式（例） １２条点検表

調査結果のまとめ（施設一覧）

Ａ．敷地・地盤関係

チェックポイント

■：劣化・損傷項目

□：劣化・損傷項目以外の
  安全に関する項目

1．敷地・地盤

①地 盤 の 状
況

■地盤沈下等による不陸、
傾斜等は見られないか ○ 指摘なし Ａ

②敷 地 の 状
況

■敷地内排水は良好に行わ
れているか ○

降雨時ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞの土が
流失する

Ｂ
ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ排水設備の検
討を要する

２．空地・通路等

■道路として利用上の障害
物等はないか

指摘なし Ａ

■空地・通路等の管理は適
切か

指摘なし Ａ

■避難通路の障害となる支
障物はないか

○ 指摘なし Ａ

■有効幅員が確保されてい
るか

○ 指摘なし Ａ

■道路等までの避難経路が
確保されているか

○ 指摘なし Ａ

③舗 装 等 の
劣 化 ・ 損
傷状況

■舗装等にひび割れ、段差
等はないか

指摘なし

Ａ

①空地・通
路等の管
理状況

②避難通路
等の管理
状況

点検項目

対
象
項
目

建
基
法

状　　況
判
　
定

 
の
有
無

法
不
適
合

対　策　等

例：Ｂ小学校
・降雨時に雨漏りがある。
・建具周りに漏水がある。 等

築 36 年
劣化度 30ポイント
大規模改修の必要性あり

・バリアフリー未実施
・ＦＦ暖房導入済み

・大規模改修未実施
・修繕コスト

1,300円/㎡・年Ｃ小学校：大規模改修実施
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（２）劣化事象の把握と修繕・改修コスト

劣化事象（部位）の把握・分析

施

設

保

全

カ

ル

テ

作

成

劣化事象（部位）ごとの優先度・個別修繕コストを検討
するため、劣化事象の把握・分析・評価します。

部位

屋上・屋根

外壁

電気設備

給水設備

排水設備

空調設備

その他設備

外構

雨漏り

防水層破れ

亀裂

建具廻り漏水

鉄筋露出

建具の発錆

内壁のヒビ

落下の危険

劣化事象（例）

機器の錆

機器の故障

異音

衛生器具破損

異音・異臭

舗装の傷み

頻繁な故障

コスト算出
（整備レベ
ル・仕様設

定）

外壁 亀裂

ひび割れからの
水の侵入で、鉄
筋が錆びている。
鉄筋の膨張によ
る爆裂。剥落に
つながる。

緊急度判定

外部開口部

内部仕上げ 劣化の深度判定

工事内容の設定

工事する部位に
応じて道連れ工
事等から工事範
囲を設定

劣化事象分析劣化状況把握

安全性、機能確
保、躯体への影
響から緊急度を
判定

㎡

直接工事費

1 屋根・屋上

2 外壁

3 外部開口部

4 外部その他

5 内部（室内）

6 外構

7 電気設備

8 給排水衛生設備

9 空調・換気・排煙設備

10 その他設備

共通費 工期 か月

共通仮設費

現場管理費

一般管理費

万円止め

100%

10%

棟名

構造種別

名　称

14,908

鉄筋コンクリート造 延床面積 5,954 階数

建築年度

（改修工事内容、仕様、数量、留意点等）

1,885 13%

1,599 11%

0 0%

5,637 38%

671 5%

3,081 21%

0 0%

6,103 41%

1,435 10%

33,566,380

3,996,368

18,345,492

0

36,341,570

8,542,000

9,520,000

0

20,545 138%合計

金　額

88,767,710

0 0%

0 0%

24,673,840

1,527

0

0

4,144 28%

101 1%

延床面積
あたり

構成比

　　〃

10

屋上 ウレタン塗膜防水 全面更新　1428㎡
ルーフドレイン、笠木、竪樋　含む

複層仕上塗材 全面更新　3,532㎡
二丁掛タイル張り 部分修繕 176㎡（想定）

スチール製建具 塗装 100㎡程度

自家発電設備 350KVA 更新、オイルタンク 500ﾘｯﾄﾙ（想定） 更新
自火報、防排煙、避雷針　更新

11,224,520

122,330,000

9,090,300

600,000

受水槽 更新、加圧給水ポンプ 更新、高置水槽 撤去

冷温水発生機 3台のうち１台 更新

公共建築工事共通費積算基準（H23年版）による

　　〃

部位 摘要 数量 単位 摘要 数量 単位

屋上１ X-1 ウレタン系 1,428 ㎡ X-1 ウレタン系 1,428 ㎡

屋上２
合成高分子系ルー

フィング
2,110 ㎡

防水S-1 (厚
1.2mm)

屋上
その他

押出型材既製品
W300 カラー

245 ｍ
押出型材既製品
W300 カラー

100 ｍ

竪形 鋳鉄製 径
100 アスファル

ト防水用

16 か所
竪形 鋳鉄製 径

100 アスファル

ト防水用

6 か所

硬質塩化ビニル管
(VP) 径100 継

手、掴み金物共

341 ｍ
硬質塩化ビニル管
(VP) 径100 継

手、掴み金物共

136 ｍ

押出成形セメント
板 厚15 H500

245 ｍ

A-2 H500 245 ｍ A-2 H500 100 ｍ

部位別見積システムによるコスト算出

仕様
劣化
事象

修繕
改修内容

パターン化

現状 改修後

部位別コスト算出

各施設の部位別仕様と劣化状況に基づき、

予算どりに対応可能な根拠のある

概算費用を算出
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（３）劣化度による優先順位づけ

劣化度の算出方法

順位 建物名（施設名）
現況
劣化度

築後
年数

総合
劣化度

順位 建物名（施設名）
現況

劣化度
築後
年数

総合
劣化度

1 富士見福祉作業所 30.80 47.00 77.80 61 こぶし会館 25.70 24.00 49.70
2 第九小学校 30.23 44.50 74.73 62 滝ノ上会館 21.60 28.00 49.60
3 第六小学校 32.73 41.00 73.73 63 中砂学童保育所 23.50 26.00 49.50
4 中砂保育園 29.90 43.00 72.90 64 西砂児童館 27.00 22.00 49.00
5 第八小学校 29.91 42.00 71.91 65 健康会館 18.00 31.00 49.00
6 第五小学校 29.32 42.33 71.65 66 けやき台学童保育所 24.30 24.00 48.30
7 けやき台小学校 29.52 41.71 71.23 67 斎場 16.50 31.00 47.50
8 第七小学校 32.05 38.75 70.80 68 こんぴら橋会館 18.30 29.00 47.30
9 第二中学校 25.93 44.50 70.43 69 南口立体有料自転車駐車場 28.00 19.00 47.00
10 見影橋保育園 34.20 36.00 70.20 70 中里地区集会所 25.00 22.00 47.00
11 第一中学校 22.04 46.80 68.84 71 消防団第一分団 11.10 35.00 46.10
12 第二小学校 25.80 43.00 68.80 72 幸学習館 23.50 21.00 44.50
13 第四小学校 25.12 43.40 68.52 73 消防団第十分団 21.67 22.00 43.67
14 南砂小学校 29.94 38.33 68.27 74 消防団第九分団 22.10 20.00 42.10
15 第三中学校 26.13 42.00 68.13 75 曙学童保育所 19.10 23.00 42.10
16 第十小学校 24.97 43.14 68.11 76 高松会館 14.10 28.00 42.10
17 江の島保育園 21.00 47.00 68.00 77 柴崎市民体育館 23.80 18.00 41.80
18 西立川保育園 30.30 35.00 65.30 78 一番福祉会館 19.70 22.00 41.70
19 松中小学校 27.90 37.40 65.30 79 消防団第五分団 18.80 22.00 40.80
20 練成館 17.50 47.00 64.50 80 柏町汚水中継ポンプ場 9.40 31.00 40.40
21 若葉小学校 24.09 39.16 63.25 81 南口第一立体駐車場 16.00 24.00 40.00
22 砂川学習館 25.00 38.00 63.00 82 総合福祉センター 22.30 17.00 39.30
23 羽衣分館 24.00 39.00 63.00 83 北口第二有料自転車駐車場 28.20 11.00 39.20
24 特別支援教育等施設 22.90 40.00 62.90 84 さかえ会館 21.10 18.00 39.10
25 栄分館 26.70 36.00 62.70 85 南口第二立体駐車場 17.80 21.00 38.80
26 大山小学校 23.40 39.15 62.55 86 柴崎会館 16.80 22.00 38.80
27 第三小学校 20.36 41.80 62.16 87 天王橋会館 16.60 22.00 38.60
28 柏小学校 27.65 34.00 61.65 88 消防団第三分団 19.40 19.00 38.40
29 幸小学校 22.46 38.85 61.31 89 羽衣中央会館 15.30 23.00 38.30
30 第五中学校 21.63 39.57 61.20 90 総合リサイクルセンター 22.02 15.00 37.02
31 旧多摩川小学校 24.53 35.66 60.19 91 泉市民体育館 6.00 31.00 37.00
32 第八中学校 26.35 33.50 59.85 92 消防団第七分団 15.00 21.00 36.00
33 ドリーム学園 30.80 29.00 59.80 93 消防団第八分団 20.00 15.00 35.00
34 高松保育園 20.70 39.00 59.70 94 八ヶ岳山荘 11.25 23.42 34.67
35 富士見児童館 20.10 39.00 59.10 95 曙福祉会館 13.00 21.00 34.00
36 第六中学校 22.48 36.22 58.70 96 柴崎福祉会館 13.80 20.00 33.80
37 第九中学校 26.58 31.80 58.38 97 柏学童保育所 13.50 20.00 33.50
38 西砂小学校 21.60 36.60 58.20 98 大山学童保育所 11.30 22.00 33.30
39 柴崎保育園 19.20 39.00 58.20 99 幸福祉会館 14.20 19.00 33.20

優先順位（劣化度の高い順）
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１１．中長期保全計画

財政制約の設定と保全優先順位によるコスト平準化

東京都立川市の例（平成24年9月承認）

（千円）

合　計
建替 第一小学校 1,013,810

計 1,013,810 0 0 0 0 1,013,810

第九小学校 1,345,900 第六小学校 1,255,817 第五小学校 1,539,641 第七小学校 934,880 第二小学校 1,500,901

富士見福祉作業所 20,201 第八小学校 1,850,471 けやき台小学校 1,432,660 南砂小学校 1,084,932 西立川保育園 151,037

中砂保育園 238,807 見影橋保育園 169,833 江の島保育園 66,547 砂川学習館 199,193

錦学習館 257,307

ドリーム学園 101,411

高松学童 24,688

計 1,604,908 3,106,287 3,142,133 2,086,360 2,234,538 12,174,226

第二中学校 321,112 第四小学校 317,562

第一中学校 420,140

計 0 0 0 741,252 317,562 1,058,814

第三中学校 7,353 松中小学校 63,277 第九中学校 1,214 第八中学校 23,438 歴史民俗資料館 13,562

大山小学校 10,143 柏小学校 26,090 けやき台学童保育所 562 上砂川小学校 21,332 羽衣中央会館 187

南口立体有料自転車
駐車場

389 第五中学校 168 一番福祉作業所 3,397
総合リサイクルセン
ター

47,569
羽衣地域福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝ
ﾀｰ

1,557

第三小学校 15,173 中砂学童保育所 94 幸学習館 6,801 第七中学校 9,491 総合福祉センター 6,221

幸小学校 8,156 滝ノ上会館 1,034 曙福祉会館 1,350 南口第二立体駐車場 511 八ヶ岳山荘 4,221

栄保育園 539 北口第一駐車場 13,623 天王橋会館 2,616 栄福祉作業所 94

若葉小学校 26,123 健康会館 7,082 南口第一立体駐車場 661

第十小学校 597

計 68,473 111,368 16,601 102,434 25,748 324,623

その他緊急
修繕　計

269,527 226,632 321,399 235,566 312,252 1,365,377

工事費合計 2,956,718 3,444,287 3,480,133 3,165,612 2,890,100 15,936,849

調査設計費 137,771 139,205 126,624 158,737 123,207 685,545

合　　計 3,094,489 3,583,493 3,606,757 3,324,348 3,013,307 16,622,395

中規模修繕

大規模改修

Ｄ
評
価

（

早
期
に
対
応
が
必
要

)

修
繕

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

直近５年間の施設別内訳

大規模改修：用途別類型化による整備レベルに基づき、省エネ化等の性能向上を図る大規模改修を実施

中規模修繕：躯体への影響を避けるため屋上、外壁等の修繕や劣化の著しい部位を中心に、鉄部の塗装や寿命の短い設備

機器の更新等を実施

Ｄ評価（早期に対応が必要）修繕：劣化調査のＤ評価の部位を修繕費の範囲の中で改善

その他緊急修繕：早急な対応を要する故障、不具合への対応

①財政制約ラインの設定

②今後の施設整備の優先順位づけ

③建替えから大規模改修へ切り替え
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１２．継続的実態把握の方法

第１次

第２次

第３次
見直し

見直し

実
態
把
握

Ⅰ

実

行

再配置・個別事業の実行

個別事業計画

再配置計画

（ＰＰＰ、ＰＦＩ）

（都市のリノベーション）
（コンパクトシティ）（ＰＲＥ）

ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ
情報

•トータルコスト
•利用状況
•運営状況

保全情報
•劣化状況
•整備レベル
•維持管理状況

インフラ
•保有状況
•維持管理状況

ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ
調査票

保全情報

ｲﾝﾌﾗ調査表
等

公共施設等の現況及び将来見通しの把握・分析

再配置計画（ＧＩＳ活用）

実態把握（調査）

集計 分析 評価

集計 分析 評価

集計 分析 評価

施
設
カ
ル
テ

１年次

２年次

３年次

４年次

５年次

公会計情報の
活用による効果

の明確化

PLAN
計画

DO
実施

CHECK
点検

ACTION
改善

・計画に基づく
複合化、多機能化
等再配置

・通常の保全業務

・計画の進捗状況
等確認

・議会・区民への
情報公開

・総合管理計画
・再配置計画

・次期計画への
フィードバック

現在の
都市構造

公共施設
データ

都市の
再編計画

3C 南生涯学習センター 昭和57 3,574 2,386 － ○

4B 春日野コミセン 昭和58 395 295 － ○

1A 明治コミセン 昭和60 370 298 － ○

4B 桜コミセン 昭和62 413 300 － ○

2B 豊田コミセン 昭和62 376 300 － ○

A

位置 施設名

建築

年度

(年度)

延床

面積

（㎡）

敷地

面積

（㎡）

耐震

性能

残存耐

用年数

p.18参照p.18参照

データ活用

個
別
方
針

施設類型ごとの基本方針

学校 公営住宅 庁舎等 道路 橋梁 公園 等

学校 公営住宅 庁舎等 道路 橋梁 公園

等

（個別施設計画）

ＰＤＣＡサイクル
（５年～10年間）

資産の圧縮

２ モデル事業計画の作成に必要なデータ収集

行政コスト削減

財政負担の

軽減・平準化

現状の変化に合わせて計画を見直し

１

目次（案）

第１章

学校施設の長寿命化計

画の背景と目的

第２章

学校施設を取り巻く状況

第３章

学校施設の老朽化状況

第４章

学校施設整備のマネジ

メント基本方針

第５章

長寿命化の実施計画

第６章

長寿命化計画の運用

学校施設
長寿命化計画

計画期間：10年間

継続的な実態把握

効果の明確化

１次
Ｐ Ｄ

ＣＡ

20年 30年 40年

Ｐ Ｄ

ＣＡ

Ｐ Ｄ

ＣＡ

Ｐ Ｄ

ＣＡ

２次 ３次 ４次

10年

公共施設マネジメントシステム（操作画面）

○○学校 南校舎（建築年）（面積）

北校舎（建築年）（面積）

体育館（建築年）（面積）

施設一覧の整備

固定資産台帳

棟単位での把握
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